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毛沢東の階級観

土地改革後の巾国農村の階級分化をめぐって一―-

ゃ矢
盆
吹

すすむ

晋

I 間組提起

土地改革後の中国農村において， 階級分化の実

態はどのようなものであり， それは社会主義建設

にとっていかなる意味をもっていたであろうか。

商品経済の残存を許すかぎり階級分化が必然的で

あることはいうまでもないが， 一方，その分化傾

向は人民民主政権の諸政策によ って少なからぬ制

限を受けていたはずである。

ところで， 毛沢東は十肌改革後の中国の農村に

ついて次のように語ったと伝えられている。「農村

の陣地を， もしも社会主義が占領しなければ，き

っと資本主義が占領するに違いない。 資本主義の

道も歩まないし，社会主義の道も歩まない，など

といったこ とがはたしていえ るだろうか？」（It1) 

(1953年）。

ここでいう「資本主義の道」の内容は， 毛沢東

の次の言葉からほぼうかがうことができる。 毛沢

東はいう。 「いま農村に残っているのは， 富農の

資本主義的所有性と大涌原のような個人経営農民

の所有性である。すでにみなが見られたとおり，

最近の数年間に， 農村における資本主義の自然発

生的な力は日一日と発展しており，新富農はいた

るところに現われ， 多くの富裕中農は富農になろ

うと努力している。多くの貧農は生産手段が不足

しているために，あいかわらず貧困な状態にあり，

あるものは借金を負い，あるものは土地を売るか，
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小作に出している。 こうした事態を発展するまま

にしておくならば，農村の両極分化の現象が日ー

日と激化することは必至である」（注2)(1955年）。

この文章から明らかな ように， 毛沢東は，一方

で富農層が形成され，他方で貧農が没落すること

によ って，農民層が両極分化しつつあると主張す

るほ3)（以下，この主張を毛沢東のテーゼあるいは両極

分化論とよぶことにする）。

毛沢東のこの見解は， われわれには商品経済の

力を過度に評価しているように思われるのである

が，本稿の課題は， 階級分化の実態を明らかにす

ることによ って，毛沢東の両極分化論を検討し，毛

沢東の階級親の特徴を明らかにすることである。

（注 1) I棟伯逹「関於農業合作化問題的決識草案的

説明」，『経済研究』， 1965年 8期。

（注 2) 「関於農業合作化問題」，『毛沢東芳作選読』，

甲種本，下， 422ページ。

（注 3) で沢東の階級区分の史的変造については，

今堀誠二『でt)（東研究序説』を参照せよ。 ここではさ

しあたり， 届J,.l:H35~138ページの分析によ って議論を

すすめること にする。

II 階級分化の実態

農民層の分解を論ずるためには，農家経済の状

態を解明しなければならない。この場合， なによ

りも土地改革によって地主 ・小作関係の廃絶され

たことが，農家経済にどのような影響を与えたか

が焦点となろう。また， 土地改革を遂行した人民

民主政権の諸政策ー一農産物価格政策，農家の購
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入品である工業生産物の価格政策，農業税，農業

金融など一ーを解明することが必要である。 しか

し， ここではこれらの課題に全面的に答える用意

はない。 以下の行論に必要なかぎりで，きわめて

大まかに土地改革後の階級分化の実態を把握する

にとどめざるをえないこと，しかも， それはわれ

われ自身の分析ではなく， これまでの諸先学の業

績に負うものであることをはじめに断わっておか

なければならない。これは一つは， われわれの研

究の都合からであるが，もう一つは， これらの業

績によりつつ， その方法を批判的に検討したいた

めである。

1. 中国農業の自然的環境

さて， 中国農業の自然的条件に基づく 地域的差

異を観察することから始めよう。第 1表は省区別

にみた 1農家平均耕地面積および農家数の比率で

ある。ここではさしあたり，地域によ って耕地面

積がかなり違うこと， しかも全国平均で 13.51畝

(0.9ヘクタール）という零細性をみておこう。この

資料はわれわれの対象とする時期のものではない

し (1958年の資料である），どこまで正確かは疑わし

いが， 大まかな指標としては有効であろう。とこ

ろで， この地理的面積の経済的意味は第2表によ

って与えられる。 この表は，農業生産力水準を基

準として 6地区に分類し， それぞれの農業人口お

よび平年生産量をみたものである。幸いなことに，

この分類は 1951~52年段階のものである。この表

からは，各地区間の生産力水準の格差がきわめて

大きいことをうかがえば足りる。

第 1表，第2表から明らかになった中国農業の

地理的地域性を象徴的に示すのは「南船北馬」と

いう言葉であり，これに対応する「南方水田農業」，

「北方旱地畑作農業」である（注 4)。自然条件を反

映して作物構成および多毛作指数も複雑であり，

?° 

たとえば食糧作物としての米一つをとりあげてみ

第1表 全国省区別 1農戸平均耕地而積(1958年現在）

省 区 I1農戸当たり 総農戸数に
耕地面積-- -—I＿占める比率（％）

/ ［ ［／［／／01 6~~20  9 ：~り1547b
黒竜江 56.87畝
内蒙古 53.28
吉林 36.94
廿粛 31.39

2 ~3.8ha 約 6.4

（寧夏を含む）
青海 30.84

四川 8.36'̀[ ［ |0 4~0 55 約 31
浙江 5.93

全国平均 13.51畝 0.9ha ¥ 100 

（出所） 山本秀夫『中国農業技術体系の展開』，ァ

ジア経済研究所， 1965,190ページ（東亜経済研究

会『新中国研究』，第20号の「新中国の省，自治

区別耕地面積と農家，公社数 〈1958年9月現在〉」

より算出したもの）。

第2表 農業生産地区類型別人口分布(1952年現在）

I 股業人口 I 

農業人ロ 一平年生産批―

1人当た 県（市） 1 1全国農 i全国総
I 実数業人口実数＊生産量地区別

I り平年生 1 数 1に占め 1000に占め
産星（斤） （万人）る比率（万斤）る比率
I , （％） （％） 

第 1級1,501以上 I 10; 1,;02! 3.oo! 2，五118.4~ 

第3級 801~1,000 257 5,5921 11.131 4,78014.84 
第2級1,000~1.500 145 2,8581 5.681 3,465110.75 

第4級 601~ 800 52312, 2751 24. 431 8, 1931 25. 44 
第5級 401~ 600 834~0,802 41.42;10,5081 32.61 
第6級1 400以下 1 343 7,201, 14. 341 2, 5441 7. 90 

全国計I 2,209 50, 2311100. 00!32, 210!100. oo 

（注） ＊平年生産貼実数の値は，100万斤の位を四捨

五入した。

（出所） 山本秀夫前掲書， 192ページ（李成瑞『中

華人民共和国農業税史稿』 1959年より）。
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ても 6地帯に区分されるし（注5)，また商品性の強

い商業的作物としての綿一つをとりあげてみても

3地帯に区分される（注 6)。そのうえさらに，輪作

・間作などの土地利用形態の差を区別しなければ

ならない（注 7)。中国の耕地面積をみるとき，以上

の点はたえず念頭におかねばならず，地域的な農

業生産条件の差を無視して，耕地面積の大小だけ

で階級区分を論ずることは無意味であることを確

認しておかなければならない。

2. 土地改革前の土地所有

土地改革前の各階級別の土地所有の状態をみて

おけば次のとおりである。第 3表は華中 ・華南に

またがる中南区 6省農村（河南 ・湖北・湖南 ・江西 ・

広東・広西）の各階級別の土地所有の状態である。

ここでは土地集中度の多寡によって 3段階に分け

られ， 各地区の階屈別の土地所有の状態が平均的

第 3表 土地改革前の土地所有状況（中南区6省）

土地分散地区 土地集中腹
I 一般地 1メ． 土地集中地区

区分 ―-人口 耕地 人口 耕地 人II 耕地
--1 (%） （％） （％） | （％） （％） I (％） 
地 主| 3 1 15以上1 3強 30 3 ~4150（最麻

90) 
富農 5 I 15前後 5~ 6 15 5 15以上
中農I

9?') ,2 1]60I/女:l90以上l 5O l90以□Il:0~-30
（出所） 古島和雄「中国における農業革命と農民解

放の実態」，山田盛太郎編『変革期における地代

範疇』，岩波書店， 1956年， 147ページ（張根生

「中南区各省農村社会階級情況与租佃関係的初歩

調査」〈原載， 1950年8月18日漢口『長江日報』，

『1950年中国経済論文選』第2輯所収〉より）。

第4表 土地改革前の全区農村人口に対する比率

区 分 全区股村人口に対する比率（％）

I 土地分散地区 15前後

土地集中度一般地区 | 40 

士地集中地区 45前後

（出所） 第 3表に同じ。
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な数字で示されている。各地区の全区農村人口に

対する比率は第 4表のとおりで， 中南区全域に対

して85％前後の農村人口をもつ地域で，地主の所

有地は30~50％であり，最高は 90％にも及んでい

るば 8)。中南区の例からもうかがわれるように，

中国農村の土地集中度は 地域的にかなりのひらき

があった。抗日戦争の時期に特に土地集中が進行

した四川省では，第 5表のとおり，戸数において

第5表 土地改革前の土地所有状況（四川省川東区）

川東区12個保平均 万県天城郷第2保
区分 ーー一

疇（％） I耕地（％） 戸数（％） 耕地（％）

--3.5 -! 81. 5 地 主 7.1 60.0 
1.0 I 5.2 富農 3. 3,| 14. 1 

中漿 9. 3 | 17. 5 3. 5 12. 5 
貧農 33. 6 I f>. R 
雇農＊ 45.0 2. 6 ) ，2., } 。．9
その他 l. 3 

―-|--- ---
（注） ＊このうち大多数は貧農に区分されるべきも

のである。

（出所） 古島和雄前掲論文， 147ページ （「川東区十

二個保租佃関係調査」〈原載， 1950年6月27日，重

慶『新華日報』，人民出版社編北部編『新区士地

改革前的農村』所収〉より）。

3.5%を占める地主が全耕地の 81.5%を所有して

いたのに対して，戸数において 90％を超える貧雇

農が0.9%の耕地を占めるにすぎなかった。 しか

し，一般的概況は第 6表のとおりであ った。

第6表 土地改革前の一般的土地所有状況

区 一分7―人口（％〗］ 耕地（％）：

地主 ・富農 10 I 70~80 

中農 ・貧殷 ・雇農 go I 20~30 

（出所） 古島和雄前掲論文，147ページ（劉少奇「土

地改革問題にかんする報告」，〈邦訳『劉少奇著作

集』第2巻〉より）。

経営規模をみると，著しい零細経営が圧倒的で

あり，第 7表のとおり北方諸省では 20畝以下， 南

方諸省では10畝以下のきわめて零細な規模の経営
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第7表 士地改革前の経営規模別配百分比

経菌規模 I I 
（畝） 20以下20~30130~50150~100 I 100以上

北方12省447県
比率(%) | 48. 6 16.8 23. 1 7.2 4.8 
―経営焉―模i―|-I I,  I -

（畝） 10以下i10~50:15~30130~50 150以上
南方14知 4県 1 1- ---- - ----

比墾C%） 49. 5 i 11. 6 I 23. 4 I 6.1 I 3. 4 I 
（出所） 古島和雄前掲論文， 148ページ（天野元之

助『支那農業経済論』，上巻， 195ページ付表より
作成）。

が総数の 50％近くに達していた。なお，ここで特

に注目しておきたいのは，地主的な大経営がほと

んど存在しなかったことである。全耕地の 50~60

％を所有する地主が寄生地主的性格を強くもち，

所有地の大部分を小作地としていた。 この性格は

富農の場合も同じである。 第 8表は中南区の農村

における富農の土地経営の性格を示している。っ

まり，富農の総所有地（第 3表のとおり耕地総面積の

約15%）の 35~50％が小作地として出租されてい

た。しかも，小作地をもつ富農が，戸数において

ほぼ同数の率を占めている事実から， 富農自身の

半地主的性格とともに， 富農経営の規模が一般的

に中農と比べてさほど大きなものではなかったこ

とを推測することができる仇9)。

第8表 土地改革前の富農の土地経営の性格

富農総戸数に ＇ 富農総所有地
区 分 1 対する出租戸 1 に対する出租

1 の比率 （％） 地の比率（％）

河南13県32個村 33 

湖南 3県15個保 I 48 I 42 

江西上猶黄沙郷 ？ 49 

（出所） 古島和雄前掲論文， 148ページ（張根生前掲

論文より）。
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3. 土地改革による土地所有の変化

土地改革によ って階級構成はどのように変化し

たであろうか。全国 21省にわたる 1万4334戸につ

いての調査によれば，第 9表のとおりである。土

第9表 士地改革による農民の階陪構成の変化

士地改革完 I 1954年末（戸）
区分 ー一

了時（戸） I合仔貧雇農中農 1富農誓地 計
社貝 | -L_ 

総計 14,334(100.0) I 608 4,152'8,908 3051 36314,334 (4.2) (29.0) (62.2) (2.1)(2.5)(100.0) 

合作社貝

I 
- - ! -1 -1 -1 -1 -

貧雇農18,191(57.1)13421 3,8441 3,991 14 -

中農 5,128(35.8)1255 206: 4,6011 661 -

富農 514(3.6) 8 30 252 224|― 
旧地主 375 (2.6)1 31 :3; 51 11 363 

その他 126 co.9)i -: 671 591 -I -| 

（注） かっこ内は構成比(%)。21省14,334戸の調査。

（出所） 菅沼正久「中国の社会主義移行期における

農民の階層構成」，土地制度史学会編『再生産構

造と農民屈分解』，御茶の水書房， 1961年， 161ペ

ージ （童大林「農業合作化大発展的根拠」，人民

出版社， 4~5ページより作成），および『経済研

究』 1965年8期より。

地改革完了時には，中農は農家戸数の 36％弱，貧

雇農は57%，富農は 4％弱を占めていた。しかし，

土地改革とその後の諸政策（ここで重要なのは，両者

を区別することであるが，この点については後に触れる

ことにする）の結果， 1954年末には中農は62％に増

大し，貧雇農は 29％に減少し，富農も 2％に減少

した。 この変化を多少くわしくみると次のとおり

である。(1)土地改革時の貧雇農は，そのうち約半

数が中農に上昇し， ごく少数が富農に上昇した。

しかし，残りの半数は貧農のままである。(2)土地

改革時の中農は 9割までが中農であるが， 5％が

貧農に没落し， 1 ％強が富農に上昇した。(3)旧富

農の約半数は「富農」のままであり，残りの半数

が中農に没落し， 6 ％が貧農に没落した。 (4)旧地

主は大部分が「地主」のままである（土地改革後の

「富農」「地主」は，むろんその前の富農 ・地主とは区別

しなければならない）。

第 9表は全国的な数字であるが，地域的な差異

も考えられるので，前の資料との関連で中南区の

場合をみると第10表のとおりである。湖北・ 湖南
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第 10表 土地改革による階級構成の変化

(1) 湖北省顎城県臨江郷 （総戸数688戸）

土地改革前 土地改革後

区分戸数 1比率（％） ＿I:数比｀｀
I ―- i _ 

地主 22 1 3.19 I 22 1 3.19 

富農 32 I 4. 65 I 32 I 4. 65 

中農 184 I 26. 74 I 488 I 70. 93 

費雇農 434 I 63.08 I 130 I 1s.s9 
その他 16 ! 2.32 I 16 I 2.32 

(2) 湖南省湘液県棋梅郷 （総戸数401戸）

土地改革前 土地改革後
区分

I 

―- -• I_＿ ＿ 

戸 数 i比率（％） l戸 数 1 比率（％）
I •一―-

地主 11 2.74 I 11 I 2.74 

富農 s , 1. 24 I s I 1. 24 

中農 10s 26. 93 I 265 I 66. os 

役雇農 266 66. 33 I 109 I 21. 1 s 

その他 | 11 1 2.74 I 11 I 2.74 

（出所） 古馬和雄前掲論文， 155ページ（王任直「湖

北省三個県農業合作化運動的調査」〈1955年10月

14日 『人民日報』〉，中共湖南省削源地委工作組

「棋梅郷介作化運動中各階層的動態」 〈1955年10月

13日 『人民日報』〉 より）。

のこの両郷の場合， 改革後の中農の比重は65~70

％前後であるが， 華北地方の場合は80~90％前後

になっている。 これは主として土地改革の際の分

配の原則の相違によるものとみられる (fl10)。

ここで分配の原則の相違というのは， いうまで

もなく新旧両解放区の相違である。抗日戦争の終

結までに形成された旧解放区における土地改革の

根拠にな ったのは「土地法大綱」であり， そこで

は， 土地の徹底した均分化が行なわれ，富農経済

は著しい打撃をこうむった。 これに対し新解放区

(1947年秋の人民解放軍の総反攻開始以来，新たに解放

された地区）の土地改革は 「土地改革法」に基づい

て実施され， 富農経済保存と原耕の基礎のうえに

分配が行なわれ， いわゆる絶対均分主義を斥けた

い11)。 この新旧両解放区の相違を示すために，も

20 

第 11表 新・旧両解放区の階陪構成の違い（％）

1 旧解放区の 6省 新解放区の諸省

区 分 ー土地□ 土地

改革時 l
1954年末 1954年末
ー 改革時」＿

総計 100.0I 100.0 I 100.0 I 100.0 

合作社社員 一 9.7 1.6 

貧府農 54.3I 23.8 I 58.5 I 31.4 

中 農 39.7I 63.o I 33.9 I 61.7 

富 農 3.9I 1.s I 3.4 I 2.3 

旧地 主 1.9 I 1.7 I 2.9 I 3.0 

その他 o.2I -I 1.3 I -

（注） 旧解放区の6省とは，河北，山東，遼寧，吉

林，黒竜江，山西。

（出所） 背沼正久前掲論文， 164ページ（莫日達『我

国農業合作化的発展』， 93ページより）。

う一つの表を掲げよう（第11表）。 旧解放区の 6省

の農村では貧雇農 24%，中農 63%，富農 1.8％で

あるのに対し，新解放区の諸省では貧雇農31%,

中農 62％弱，富農 2.3％とな っている。 地域的な

差異にもかかわらず， 総体として中農化の傾向の

著しいことは明白だが， この傾向は耕地以外の生

産手段の所有状況についてみても 同じである。第

12表は華北諸地方における土地改革後の中農の階

級的地位をみたものである。なお， 各地方別の土

地分配面積は第13表のとおりである。

問題となるのは， 土地改革後の中農の性格であ

第12表 土地改革後における中農の地位

- - - I 戸。数い〗f厨耕畜大農具
---I_(/4） i%） I (％） | (％） I (%） 

山西省武郷県6カ村 86. o: 88. 7i 88. 7i 84. 61 ? 

平原省林県5カ村 86.9|87.1 91.6 98.7 95.0 

同 清豊県 4 カ村 90.. o ~ 96.o: 90.01 93.0I 95.5 

河北省泊県10カ村 90.2:88.3, 91.41 90.2j ? 

黒竜江省白城県3カ村 63.81 67.31 75.7j 87.5[ 86.4 

（出所） 古島和雄前掲論文， 156ページ（中共山西省

委「山西武郷農村考察報告」，中共河北省消県地委

「関於農村中農化与階級変化問題的報告」，王耕今・

張器先「平原省老区農業生産的新情況」，酪子程・

張士英「黒竜江省白城県農村経済的新情況新問題」

〈『1950年中国経済論文選』第2集所収〉より）。

菅沼正久前掲芭170ページにもあり。
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るが，改革前の中農と貧雇農より上昇した新中農

との比率をみると，第14表のとおり新中農の圧倒

的部分が下層中農を形成している。 これは新解放

区の場合であり，土地分配面積が比較的小さなも

のであったためであるが，程度の差こそあれ，事

情は旧解放区も同じだとみていい。 このように貧

雇農から中農への上昇が顕著であるとはいえ，そ

の生産の基礎条件は， 改革前からの中農のそれに

ヌ

一
北

南

河

映

湖

湖

浙

福

第 13表 各地方別土地分配面積

分 I 土地分配面積（畝）

満 I
満約：
南 2~3

西消河以北 4 
同 以南 1.5~2 

北 1.5~2

南 1.5~2
江嘉興専区 2~3 

建 1

贔楽 ・羅喜 1.i旦．1
広西南寧 2.3 

（出所） 古島和雄前掲論文， 157ページ（天野元之助
『中国農業の諸問題』，下巻，258~259ページより）。

第 14表 土地改革後の中農構成

(1) 湖北省都城県臨江郷

富裕中農 下層中煤
区 分総戸数 ー一—

戸数 l比率 比率
（％） 戸数 l(％）＿ 

改革前よりの中農 184 I 115 I 62. s I 69 I 37. 5 

新中農 304I 35 I s.1 I 269 I 91.9 

(2) 湖南省湘渭県棋梅郷

富裕中農 下層中農
区 分総戸数

1戸数 l比率 戸数 比率
塁□U笠）

改革前よりの中農 108 I 88 I 81.48: 20 I 18.51 

新中農 1571 61 2.251 151 197. 74 

（出所） 古島和雄前掲論文，158ページ（王任重 ・中
共湖南省湘灌地委工作組，各前掲論文より）。菅

沼正久前掲書171ページにもあり。

比べてかなり劣っていることは，特に注目してお

きたい。

4. 階級分化への兆候

以上では，土地所有を中心に，土地改革による

階級構成の変化をみてきた。 ここで注目しておか

なければならないのは，土地改革じたいによる中

農化とその後の階級分化への動きを区別して観察

しなければ，後者の実態を把握できないことであ

る。しかし， この点を十分解明することは資料の

不足により困難である。そこで， 次に改革後の階

級分化への動きを事例的に観察しておこう。

(1) 投機的商業 ・高利貸

中南区のいくつかの省の統計によると， 1953年

に商業活動に従う農家は総農家数の 12~18％を占

めていた（注12)。四川省奉節県 1区朱衣郷では 1953

年秋の収穫時に 330戸あまりの農民が生産を放棄

し， 20日で 8万余斤のゴマを買い入れ， あるもの

は加工して，食用油の不足に乗じて高値で売った

（注13)。湖北 ・湖南 ・江西 ・広東の 4省 16郷の調査

によれば， 1953年に貸付を行なった農家は総農家

数の 10％前後を占め，前年の 2倍以上であった。

中農は貸付農家の70％を占め，総貸付食糧高の

70％を占めていた。農家数，貸付食糧閥とも 3分

の1以上は富裕中農が占めていた。 湖北 ・湖南 ・

江西の 3省10郷では，負債戸数のうち貧雇農は約

3分の 1を占め，総借入食糧高の 64.85%を占め

ていた。広東省では貧農の半分が負債を負い，負

債農家総数と総借入食糧高の 40％以上を占めてい

た（注14)0

農民の貸借関係のほとんどすべては農民相互の

互助的性質のものだが，一部に凶作， 病気，ある

いは端境期の困難に乗じて暴利をむさぼるものが

あった。 1952年の山西省析県 7カ村の調査によれ

ば， 2486戸中，高利貸をしたのは20戸 (0.8%)で
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あり， 268万元（旧幣）と食糧199石を貸し付けて

いた。利息は一般に月 5分以上で最高は 1割。貸

手はすべて中農であり， 62戸の農家に貸し付けら

れたが，このうち貧農は 79%，中農は24.2％であ

った。その用途は中農の場合， 冠婚葬祭や災害に

対する処憶のためであったが， 貧農のほとんどは

生活困難のためであ った（注15)。1952年の中共郎椰

地区委員会の調査報告はい う 高利貸の形態は

多種多様である。「家畜貸」「食糧貸」「棉花貸」な

どが広く行なわれている。たとえば成安道東堡等

の5カ村の 922戸のうち，「棉花貸」と「家畜貸」

をなすものは 91戸 (10%)あった。「家畜貸」 I棉

花貸」とは， 秋の収穫前か麦の収穫前に家畜を掛

売りにして， 麦の収穫後か秋の収穫後に麦または

綿花で返すもので，一般に市場取引の 5割高であ

る。成安，魏県，臨障では「家畜貸」が一般的で，

市場での取引はきわめて少なかった（注16)。

(2) 土地売買

河北省粛寧，河間，任邸，建国 6カ県の調査

によれば， 1949~50年に 138戸 (10.7%)が384畝

(2.19%）の土地を売却した。その原因は， 河間，

任邸両県の調査によれば， 662戸中，家屋を建て

るため 5戸，土地の交換分合のため 12戸，家畜を

買うため 6戸，生産と生活の困難のため，労働力

不足のため39戸（総戸数の5.4%）であった（注17)。1952

年の山西省祈県地区委員会の調査（対象は143カ村）

によれば，1949年以来，すでに8253戸の農家が3万

9912畝の土地および5162軒の家屋を売却した。売

却農家は総戸数の19.5％を占め，総土地の5.57%

（売却農家1戸当たり平均28%）であった（注18)。第15表

は華北 3省における土地売買調査の結果である。

ほぼ 1カ年間で， 戸数にして10％前後の農家が，

総土地面禎の 2％余の土地を売却した。生活困難

を理由とするものが土地売却農家の 35~50％を占
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第 15表 土地改革後の土地褒失

区 分
i出売土地同戸数生活困難によ

r (％） | （％） iる出売戸（％）-―| --------
山西省武郷県 6村 2.28 11.8 37 
(1948~49年）

平原省清豊林県9村 (278.25畝） 7.3 約50
(1950年）］

河北省塗県 10村 2.19 I 10. 7 ! 42 

. | ＿＿ (1950年）

（出所） 古島和雄前掲論文， 159ページ（中共山西
省委，中共河北省消県地委，王耕今・張器先，各

前掲論文より）。

めている。こうして， 一部の農家は没落した。 静

楽県 5区（旧解放区） 19カ村の統計によれば， 5758

戸中， 880戸が家屋と土地を売却して，改革前か

らの中農167戸が貧農に没落し，新中農471戸が貧

農の地位にもどった。双方合わせて 638戸であり，

土地売却農家の 72.5%，総戸数の 11.05％を占め

た。これらの没落農家中 6~10％が極貧の農家に

なった。かれらは三つの方法で生活問題を解決し

た 。 ( i ) 雇農となること一—-i享県 7 カ村の極貧農家

26戸中 19が雇農となった。 (ii)小作農となるか開

墾をすること―こうした人が最も多い。 (iii)都

市へ出て工業に参加すること一―こうした 人々の

数は多くなv、(i'.l.l9)。土地売買を階層別にみると，

土地 ・家屋売却農家7360戸中，貧雇農は 61.7％で

中農が37％であった（注20)。49カ村， 1万784畝につ

いて土地売却を時期的にみると， 1949年3.95%,

1950年30.99%,1951年51.15%,1952年13.09%

であったぼ2]）。

1953年に湖北 ・湖南・ 江西3省では1.29％の農

家が土地を売却したが，これは1951年の5.5倍であ

り，売却面積は0.22％で1952年の 5倍であった。土

地を購買した農家は 1.61％で1952年の 7倍，面積

は0.27％で 1952年の 7.7倍であった。土地売却の

原因をみると，生産および生活が困難なため56%,

交換分合のため40%，その他4％前後である。土

地売却農家中，貧殿は 50％以上を占めるが，その



原因は，基本的には生産および生活の困難に基づ

くものである。中農は40％で，生活困難によるも

のは少ない。土地を購入した農家中，中農は戸数

で60.5%，面積で 65.52％を占め，貧農は戸数で

37.5%，面積で 32.07%を占めた。調査者はいう

ー一土地売買の半数は，貧農が生産および生活の

困難のために売り，中牒が富裕なるがゆえに買う 。

つまり総戸数の 2.17% （富裕中農）が土地を買い，

1. 79~3.3%（貧農）が土地の一部を失ったわけであ

る（注22)0

(3) 小作関係

第16表は 23省 1万5432戸を対象とした小作関係

の調査である (1954年）。表から明らかなように，

第 16表借入地および貸出地構成

区分
1耕作地／所有地借入地／耕作地貸出地／所有地
l (％） 1 (％） I (%) 

貧雇農 102. 6 I s. o I 2. 6 
中農 102. 6 I 4. 6 I 2. 1 

富農 95. 4 I 1. s I 6. 4 
地 主 101.5 I 5.9 I 4.5 

（注） 耕作地＝所有地＋借入地一貸出地

（出所） 『経済研究』， 1965年8期(「1954年農家収
支調査簡要資料」，『統計工作』， 1957年10期より）。

貧雇農の耕作地の 5％は小作地であり，富農は所

有地の 6.4%を小作に出している。湖北・湖南・

江西3省の場合， 1953年に土地を小作に出した農

家は，全体の 12.52％であり，小作地を借りた股

家は 18.69%であった。小作に出した原因は，生

産手段の欠乏， 労働力不足が 3分の 2であり，中

農で所有地が多すぎるため小作に出したものが3

分の 1を占めた。小作料は一般に35~40％で，最

高は60％以上に達していた（注23)。

(4) 雇用労働力の使用

第17表は 22省 1万5292戸を対象とした雇用労働

力に関する調査である (1954年）。この表の示すと

おり，雇用労働力の使用は， 当然のことながら，

第 17表 雇用労働力の需給

分-X
-

扉用労働力 i雇用労働力とし
屈入れ日数 て雇われた日数
(1戸平均）―-I （1戸乎均L
7.0 I 25. 7 

17.2 i 18. 7 

78.6 I 11. 7 

11. 8 | 20. 5 

貧屈農

中農

富農

旧地 主

（出所） 第16表に同じ。

富農が最も多く， その他の農家の 4倍である。そ

して，そこで雇われたのは主として貧雇農である。

中農は雇入れ日数と雇われた日数がほぼ見合って

いる。 ここで注目しなければならないのは，雇用

労働力の大部分は， おそらく農繁期における家族

労働力の補充として用いられているにすぎないこ

とである。この点は次の記述から明らかであろう 。

富農のうち77％が， 1戸平均年に 79労働日を雇い

入れ，そのうち常雇いが 33労働日であった。また

富農のうち41％が出稼ぎし， その日数は平均 1戸

当たり 12労働日であった（注24)。 「富農の所有する

土地は普通の農民の 2~3倍にすぎず， 土地を借

入れ大量の労働力を雇って大規模な経営をするの

ではなく，逆に一部の土地を小作に出しているの

で，生産の面では，富農はやはり自家労働が重要

な地位を占めていた」，「富農の資本主義的活動は，

主として投機的商業と高利貸の面に発展したので

あって，農業面での資本主義的経営は目につくほ

どの発展をとげておらず， 生産の面では，農民の

個人経営経済に比べて， たいした優越性をも って

はいなかった」 は25)。なお，第 18表は東北3省の

いくつかの典型村における新富農の成長を示す資

料である。

ここで以上の実態の観察を通じて明らかになっ

た事実を簡単に要約しておけば，次のとおりであ

る。 (i)土地改革によ って，中農陪の比重が1日解放

区では 8~9割に，新解放区では 6~7割にふえ
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第 18表農村総戸数に占める新富農戸数

調 査 地 区農封総新富農
戸数(A) 戸数(B) BIA(%) 

遼東省輝南県
大場園村 74 I 1 I 1.3 
菩口県摂家村 64 I 3 I 4.6 
荘河県玉皇廟村 411 I 2 I o.48 
柳河県中南村 169 I 3 I 1. 7 
新安県南村 243 I 1 I o.41 
吉林省舒蘭県三村 794 I 4 I o.5 
盤石県団結村 221 I 1 I o.45 
黒竜江省呼塊県城外屯村 ， 78 I 1 1.2 

小計 2,0541 16 I o.78 

（出所） 『経済研究』， 1965年8期（李成瑞， 『中華

人民共和国農業税史稿』，財政出版社， 128ページ

より）。

た。残りの大部分は貧雇農層であり，旧富農層の

比率は，最も高い新解放区でも 5％以下であり，

旧解放区では 2~3％にすぎない。(ii)土地改革

後の階級分化への動きは，投機的商業，高利貸，

土地売買，小作，雇用労働力の使用などに現われ

たが， 富農の資本主義的活動は，主として投機的

商業と高利貸の面に発展し， 資本主義的農業経営

はごくわずかしかみられなかった。 (iii)土地改革

後の農民層分化が， ほぼ以上のごとき形とな った

のは， 商品経済の残存 •利用という，分化を促進

する条件と， 人民民主政権による富農の成長を制

限する諸政策との交渉の結果にほかならない。

（注 4) 山本秀夫『中国農業技術体系の展開』，ア

ジア経済研究所， 1965年， 49ページ。

（注 5) 同上， 103~114ページ。

（注 6) 同上， 52~53ページ。

（注7) 同上， 28~29ページ。

（注 8) 古島和雄「中国における農業 や命と談民

解放の実態」，山田盛太郎編『変革期における地代範

闊』，岩波苫｝山， 1956年（以下古島論文と略す）， 146

ページ。

（注9) 同上， 148~149, 157ページ。

（注10) 古島論文， 156ページ。

（注11) 菅沼正久「中国の社会主義移行期における

農民の階I曽楷成」，土地制度史学会編『再生産構造と農

民層分解』，御茶の水嚇房， 1961年（以下菅沼論文と略
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す）， 164ページ。占島論文， 156ページ。

（注12) 『経済研究』， 1965年8期（『農村経済調査

選集』，湖北人民出版社， 22~23ページより）。

（注13) 『経済研究』，1965年8期（「必須加強党対農

村経済工作的領禅」， 『人民日報』， 1953年12月6日，

社論より）。

（注14) （注12)に同じ。

（注15) 『経済研究』， 1965年8期（史敬棠『中国俣

菜合作化迎動史料』，下It1}，三朕出 I占， 254~258ペー

ジより）。

（注16) 同上。

（注17) 『経済研究』， 1965年8期(『1950年経済論

文選』第 2輯下冊，三朕書店， 294ページより）。

（注18) （注15)に同じ， 251~252ページ。

（注19) 同上。

（注20) 同上。

（注21) 同上。

（注22) （注12)に同じ， 25~26ヘージ。

（注23) 同上。

（注24) il滓暮橋，蘇昇，林子力『中国国民経済の社

会主義的改造』， 第3版，外文出版社， 1966年， llOペ

ージ

゜
（注25) 同上， 111ページ。

III 学説の検討

実態の観察を通じて明らかになったのは， 土地

改革後の中国農村において， 中農層の比重が増大

し， 両極分化の傾向は微弱だという事実である。

ところで，毛沢東は，すでに指摘したように，両

極分化を強調しているのであるが， この食い違い

は何を意味しているのであろうか。 この点を解明

するために，まず，従来行なわれてきた学説を検

討することにする。

この問題については，すでに， われわれがその

成果を利用してきた古島論文（注26)，菅沼論文は27)

のほか，野間清教授（注28)が言及している。ただ古

島論文は，毛沢東のテーゼとの関係を直接論じて

はいないので，ここではとりあげない（注29)。



1. 野間清教授の所説

野間論文は， 毛沢東のテーゼを引用したあとで

次のようにいう。 「このことは， 土地改革後の中

国農村においても， その小農経済を自然発生的な

発展傾向のままに放置すれば，農村には資本主義

的な搾取関係が育ち，農村はしだいに『資本主義

の陣地』になることを意味している」（注30)「いう

までもなく， このような私的所有を土台とする小

農経済は， それ自身は資本主義経済ではないが，

小私有の本来の運動法則に従って， たえず，資本

主義的発展傾向をその自然発生的な発展傾向とす

る経済である。つまり， 小農経済は，これを自然

発生的な発展のままに放置すれば， しだいに，そ

の生産条件の劣弱さのゆえに， 大部分は衰弱し，

脱落し，少数の富農経済や資本主義分子を生みだ

すのである。土地改革後の中国農業の圧倒的部分

が，上のような零細農業であり，小農経済であっ

たことは， 一面，このような小農経済の一般的な

性格を不可避的に備えていたことを意味してい

る」（注31)

゜
野間教授はここで，毛沢東の忠実な祖述者たら

んと意図しているごとくである。だが， 教授の所

説にはいくつかの疑問がある。

まず第 1は，小農経済を放置すれば農村は「資

本主義の陣地」になるという点である。「資本主義

の陣地」になるとは，教授によれば，「小数の富農

経済や資本主義分子を生みだす」ことである。 し

かし，われわれが問題としなければならないのは，

「資本主義の陣地」になるかな らぬかではなく，

そうした傾向が社会主義建設にと っていかなるマ

イナスをもたらすか， という、点でなくてはならな

Vヽ

゜
第2は，小農経済を「放置すれば」，という点で

ある。ここで「放置すれば」というのは， 教授の

文脈からは， 「農業協同化を進めないならば」の意

と解するほかはない。ところが同じ論文のなかで，

「社会主義性質の国営経済が農産物と農村市場を

握リ，農民と都市の資本主義経済とのつながりが

断ち切られ，農村における自然発生的な資本主義

勢力の発展がおさえられた」（注32)ことが指摘され

ている。つまり，農業協同化の展開をまつまでも

なく，人民民主政権の協同化を含まない諸政策

（その中心は，主要農産物の国家による統一買付と販売）

のも とで，すでに「資本主義勢力の発展がおさえ

られた」ことを教授も認めているわけである。 と

すれば，これは小農経済の「一般的，不可避的」

な性格とは，どのようにかかわってくるのか。 こ

こでの問題もまた， 小農経済の「一般的な性格」．． 
じたいではなく， むしろ両極分化の限界であり，

しかも， その両極分化が社会主義建設に与えるマ

イナスの影響をどうとらえるか， ということでな

くてはならない。

以上の 2、点で， 教授の見解はわれわれを十分納

得させるものではない。

2. 菅沼正久氏の所説

次に菅沼正久氏の所説を検討しよう。菅沼氏は

いう 。「土地改革とその後の富農発展を制限する諸

政策（税制 ・金融 ・農産物買付などにおける富農差別化

政策）のもとで，富農の発展はきわめて微弱であっ

て，中農が農民の支配的な階層となる傾向（いわゆ

る「中農」化傾向）がつらぬかれた」（注33), 「土地改

革から農業協同化にいたる過程における，農村に

おける階層構成の特徴は，いわゆる『中農化』傾

向の貰徹である」国34), 「いわゆる『中農化』傾向

は，農民層分解の基本的な傾向となっているが，

なお，分化傾向は完全な停止をみていない」（注35),

「全面的な『中農化』傾向のなかで進行する， 制

限された規模と性質の階層分化現象は，商品経済
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のもとでの小農経営において， 最終的には回避す

ること のできない性質のものであり ，

が提起されてくる社会的な基礎をなすものであ

る」（注36)

゜
菅沼氏の論旨は明白であ る。だが，菅沼説には

いくつかの疑問が残る。

層分解の基本的な傾向」は

第 1に，菅沼氏は「農民

れは土地改革とその後の諸政策とによ って貰徹さ

れた， という 。

命的手段による中農化と， 改革後の商品経済のカ

による， いわば自然な階層分化とを区別していな

V‘ 
゜

氏は， ここで，土地改革という革

土地改革によ る中農化と，改革後の経済の論

理に基づく 階層分化とは，

ばならない。つまり ，

ず， 「中農化傾向」と

態をとるにせよ，

第 2に，

るが，

する。

農業協同化

「中農化」であり， こ

明確に区別されなけれ

土革改革によ って中農化し

たのはある意味で当然のこ となのであって，

場合の「中農化」と概念上区別されるべき改革後

この

の諸政策のなかでの階層分化こそが問題なのであ

る。菅沼氏は両者を区別しないために，「全面的な

『中農化』傾向のなかで進行する制限された規模

と性質の階層分化現象は」 「最終的には回避する

ことができない」 (a.37)という認識にならざるをえ

「制限された分化現象」と

の関係が明らかにならない。

社会主義建設にと って，

が不明になる。その結果，

したがって，後者が

なにゆえ問題であるのか

「『中農化』傾向は， け

っして農民層の完璧な中農化を意味しない」（注38),

「分解はたとえ『中農内部の分化傾向』という形

究極的には阻止しえない」（注39)

といった類の繰り返しに終わらざるをえない。

いま指摘した欠陥にかかわることであ

菅沼氏はこの見解に続けて「一定の理論上

の帰結」（注40)として，毛沢東の両極分化論を引用

氏は「農民層分解が農業協同化にいかに連

接してゆくかについての要約」（注41)として，毛沢
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東のことばを引いているのであるが，菅沼氏の「中

農化貰徹」論と，

接」するのかは，

現象」とは，

ヵ‘;'

ないゆえに，

であるが，

Vヽ

゜

毛沢東の両極分化論がどう「連

われわれにと って，

質の階層分化現象」と毛沢東のいう

は，制限された分化現象が，

はなはだ理

解しにくい。菅沼氏のいう「制限された規模と性

「両極分化の

われわれの理解によれば似て非なる

ものである。重要なことは....... 
にもかかわらず，

制限された分化現象
．． 

まさにこの程度の分化現象さえ

中国における社会主義建設にと っては，決定

的な問題であ ったとみられることである。菅沼氏

最終的には回避でき

農業協同化が提起される，と説くの

このような判断に基づくかぎり，農業

協同化が急速に提起されなければならない真の理

由が明確にならず，毛沢東の両極分化強調論はと

うてい理解できなくなるのではなかろう か。

以上のように， 野間教授にせよ，菅沼氏にせよ，

階級分化の意味を十分にと らえているとはいえな

したがって， 毛沢東のテーゼの実践的意味も

必ずしも明らかにならないのではないかと思われ

る。

（注26) （注 8)参照。

（注27) （注11)参照。

（注28) 野間沖「中国の初級農業生産合作社経営に

おける『二つの道』の 闘争」，『アジア経済』，第 3巻

第11り， 1962年（以下野間論文と略す）。

（注29) 古島教授が階級分化について 言及し ている

のは次の個所である。 「しかし，改革後 3カ年におけ

る，このような生産の回復と発展の中で，すでに，新

しい階級分化の傾向があら われていることは，当然の

結果とはいえ，注意 しなければならない」（同論文，

158ページ）。「こ れらの調査地では，新富股は まだあら

われてはいないが， このような土地喪失による下降農

戸が出現しているのに対して，土地買入れによ って，

富裕中農に上昇したものがあらわれてお り，階級分化

の進行が開始されていることは疑えない。もちろん，

表中の数字でもわかるとおり ，この傾向は極めてわず



かなものであるが，これが日然成長的に進む方向は，

言うま でもなく富農化の迎である。そして，この事実

は，土地改 l'化とともに開始さ れた互助・ 協詞化の連動

の中で，1|国 の殷民の進む逍が唯一つしかなし、 ことを

さらに削らかに させるものである」(M論文， 159ペー

ジ）。「1953年，中共中央か ら，社会主義建設のための

全般的な）j針が提起さ れて以来， その股業生産協同組

合を発展 させるための基本的な方針にもとづいて，協

|rfJ化の運動は広汎に開始された。 前節で指摘 した /J.11< 
土地改革後の階級分化の進行 と，宮農化の道の成長に

対して闘 うこと，農村における社会主義化の基礎を強

固にし， これ を発展さ せること が，社会主義工業化の

急速な発展からも要求さ れるにいたったからてある」

（同論文， 161ページ）。「極めてわずかな」1県級分化の

進行が， 「自然成長的に進む）j向」 が 「富農化の道て

ある」との指摘は，われわれにとって十分納得的では

ないが， ここに示さ れた教授の見解は必ずしも明快で

はないので，批判はさし 控える ことにする。

（注30) 野間論文， 15ページ。

（注31) 111:]上，14ページ。

（注32) 同上， 29ペーン。

（注33) ・i釘(1論文， 138ページ。

（注34) lriJ上， 169ペーン。

（注35) 同上， 161ページ。

（注36) |iiJ上， 188ページ。

（注37) 同上， 188ページ。

（注38) 同上， 187ページ。

（注39) 伺上， 192ヘージ。

（注40) Inj上， 193ペー・ン。

（注41) 同上， 193ページ。

IV 総 括

階級分化の実態が， 以上にみてきた程度のもの

であ ったにもかかわ らず， それを放置できなかっ

たのは，社会主義建設にと って重大な障害となり

つつあったからだとみるほかない。 それは商品化

食糧の問題であったとい ってよい。

第19表は食糧生産および商品化量の推移を示し

たものであ る。 この表か ら，土地改革によ って商

品化量が急激に低下した ことを読みと ることがで

第 19表 食糧生産および商品化贔の推移（単位：億斤）

年 炭 生産高(1)¥商品化訊＊（農業税も含む）
--

1949年以I‘lii| 2,100 700 
1950 2,494 668.5(1) 
1951 2,701 
1952 3,088 555 (（3） ) 
1953 3,138 830 2 

1954 3,209 902 (臼2) 
1955 3,496 859 9 
1956 3,650 834 3 2) 
1957 3,700 944 114闘1 
1958 5,000 {1,059.2 

1,130 

（注） ＊1950年を除いてすべて食糀年度統計 (7月

から翌年6月まで）である。したがって生産高統

叶とは必ずしも同時期ではない。

（出所） （1)『偉大的十年』

(2)『統計工作』， 1957.10.19

(3)沙千里報告， 『人民 1::1報』，1959.10.25.

(..J)沙千里報告より計算。

きよう 。つまり，解放前の商品化量は 700億斤で

あったが，土地改革が完了した 1952年には 555億

斤を政府が掌握できたのみで， しかも， このうち

388億斤は，農業悦により強制的に納められたも

のであ った。

小商品生産の生産関係のもとでは， 農民は自己

および家族の労働力の再生産に必要な食糧と， 次

年度の再生産に必要な余剰が満足されると， 工業

品に対して有利な交易条件とな ったときですら，

余剰農産物の商品化と拡大再生産には指向しない

傾向が現われるは12）。 この傾向は，解放前の中国

農民の食糧消費水準が低かったために， 生産物の

より多くの部分が消費されることによ って， いっ

そうの拍車がかけられた。 しかも，他方において，

国家が工業部門に莫大な投資を行な ったために，

都市人口の急激な増大がみられ，食糧需要が急増

したのである。 商品化食糧の不足が，かなり深刻

な問題であ ったことは容易に推測できよう。 この

間の事情を，毛沢東は次のように述べている。「わ

が国におけ る商品化食糧と工業原料の生産水準は

現在きわめて低いのに， これらの物賓に対する国
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家の需要は年々ふえており，鋭い矛盾をなしてい

る」，「農業協同化の問題が解決できなければ」

「商品化食糧や工業原料の需要増加と主要農産物

の生産量との矛盾は解決できず，社会主義工業化

が非常な困難にぶつかり， それを完成することが

できなくなる」は43)。

1953年以降，食糧とおもな農産物の計画的買付

と計画的供給（統一買付 ．統一販売）の実施によ っ

て， 商品化量はようやく解放前の水準を上回った

が， 1954年には供出行政のいきすぎがあり， 1955

年はじめにはそのために農村地帯において食糧不

足が引き起こされた。 こうして， 1955年の春耕時

から「三定政策」が採用され始めた。

ところで， 商品化食糧の調達困難は，払本的に

は土地改革に伴う小経営自作農の成立に基づくも

のである。そして，土地改革後の階級分化は，商

品化の困難にいっそう拍車をかけるがゆえに，社

会主義建設にとって重大な問題となったはずであ

る゜
その論理は次のごとくである。つまり，小農民

とは， 原則として家族労働力によ って耕作し，他

人の労働を搾取しないという，経営の技術的側面

と， 原則として自己の経営で自己の家族を養うと

いう，経済的側面によって規定される農民である。

小農民は， その経済的基礎が二重であり，小ブル

ジョアであるとともにプロレタリアであるのに対

応して， その階級意識においてもヤヌスである。

土地改革によって，このヤヌ ス的小農の「大溺原」

ができたわけであるが， 階級分化の結果，富農が

成長すれば，それは「大海原のような個人経営農

民」の小所有者としての階級意識を刺激しないわ

けにはいかない。富農の成長じたいが一つの問題

であるには違いないが， より重要なのは，それが

中農（この場合，特に‘砥裕中農が問題であるが，下層中
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農はそれなりに富裕中農を志向するであろう）の階級意

識に与える影響であろう。なぜなら， 富農の成長

は，前にもみたように， 量的にみて大きなもので
．． 

はないし，それは，人民民主独裁によって，政治

的に処理しうる問題のはずだからである。要する

に，小ブルジョア ・イデオロギーの氾濫のなかで，

膨大な中農層が商品化食糧の調達に非協力的とな

ることが， 当時の中国の状況のもとでは，重大な

問題であったとみることができる（この場合，農産

物買上げ価格の引上げによって廂品化食糧をふやそうと

する試みは，蓄積率を減少させるゆえ，価格政策による

操作には限界があることが注目されねばならない）。

以上で，われわれは， 中農のヤヌス的性格を克

服することが， 中国における社会主義建設にとっ

て一つのカギであることを，農産物の分配の側面

からみてきた。

このようにみてくると， 毛沢東が両極分化への

懸念を強調することの意味は十分理解できるので

あるが， 問題はなお残る。それは，毛沢東の「資

本主義の道」という概念である。毛沢東によれ

ば， 土地改革後の中国農村には「資本主義の道」

か「社会主義の道」かという二つの道があった。

この「資本主義の道」の具体的内容は，両極分化

が進み， 中農層が，その小所有者としての階級意

識を刺激されることであるが，これらの事態を「資

本主義の道」と名づけるところに， 毛沢東一流の

階級観が現われている。毛沢東は，ここで，社会

主義建設にとってマイナスの要因を「資本主義的

傾向」としてとらえているが， この発想は，社会

主義建設という目的に照らして， それを妨げる要

因を社会主義と対立する概念＝資本主義としてと

らえるものである。 この発想は，たとえば，抗日

民族統一戦線の論理にも現われている。すなわち，

帝国主義と封建主義とを代表する地主階級と買弁



階級との支配に反対するものが「人民」であり，

「人民」には労農階級のほか， 民族資産階級 ・小

資産階級が含まれる。具体的にいえば， 富農およ

びブルジョアジーを革命対象から除き， 統一戦線

の一翼にもってきたわけである（注44)。

このように，毛沢東の「階級」認識は，基本的

には生産関係が基軸 となっているが， この生産関

係基軸のほかに，もう一つの基準があるとみてい

い。 それは，ある歴史的状況のもとで，ある階級

のとる行動を，運動の目的に照らして是非を判断

するという実践的，政治的基準にほかならない。

この実践的，政治的基準を根拠づけるものこそ

「主要矛盾」および矛盾の「主要な側面」という

概念であろう 。 この後者の韮準をどう理解するか

が， 毛沢東理解のカギになると思われるが，ここ

で， それに立ち入 った検討を加える用意はない。

ただ，現在の プロレタリア文化大革命における「資

本主義の道を歩む実権脈」（汁45)なる規定も，以上

の視点からとらえられねばならぬことを記して結

びとしたい。

(il:42) M. Dobb, /¥ 11 Essay 011 Eco11omir 

Groてothand Pla1111i11g, London, 1960, p. 930. 

（注43) 『毛沢束併作選，t)［』，甲柿本，下，人民出版

社， 414~415ページ。

(il:44) 今J}祉誠―.， 前船，り18ペ ー ジ。

(tl:45) 中共中央委員会， 「プロレクリア文化大，＇ lt

命についての決定」， 1966年8月8日採択。

（東祥経済新報社編集屈）
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